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平成６年４月、名古屋空港で発生した中華航空機墜落事故を契機とし、平成
8年7月に航空事故調査委員会（現：運輸安全委員会）から、運輸大臣
（現：国土交通大臣）に対し、「全国の飛行場における民間航空機に係る今
後の消火救難体制に関し、想定される事故の態様に対応し、緊急時の指揮・
命令系統の確立、消火救難に必要な設備及び器材、関係機関との協力体制、
定期訓練等の充実強化について、早急に検討を行うとともに所要の措置を講
じること。 」との建議が出された。 １



空港保安防災教育訓練センターでは、過去の航空機事故の教訓を踏まえ、
国の航空保安防災業務従事者及び全国の空港消火救難業務従事者を対象に、
航空機事故災害に際し、人的・物的被害を最小限にとどめることを目的とし、
効果的な消防活動、航空機搭乗者の救出・救護活動に関する、より専門的か
つ総合的な技能・知識を習得するための実技訓練を実施しています。また、
空港の保安業務従事者を対象に、空港の保安確保と円滑な運用を目的とし、
不法事案に際し、迅速・的確に対応するため技能・知識の習得と複雑・困難
性の高い航空保安対策に関する専門的な知識を習得するための教育訓練指導
を実施しています。さらに、航空機事故、不法事案の事例検証、消防機材等
の調査・研究等を行っています。 ２

訓練センター訓練センター
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●訓練センター全景●訓練センター全景



○平成12年4月1日 運輸省 航空局 飛行場部 管理課に「空港防災教育訓練センター」を開設
○空港の消火救難業務（消防・救助）に関する教育訓練を開始
※受講者は国の航空保安防災職員及び国管理空港の消防業務請負事業者

○平成16年3月1日 ○緊急時の指令体制（指揮・命令系統）に関する教育訓練を導入
※消火救難の諸活動に加え、現場指揮・命令に関する教育訓練を開始

○平成17年4月1日 「空港保安防災教育訓練センター」に改称
○多発する不法侵入（車両・人）事案等へ適切に対応すべく空港保安初動対応訓練を導入
○空港救急医療活動へ適切に対応すべく、応急手当講習(普通救命Ⅰ･Ⅱ）に関する訓練を導入

○平成22年10月1日 ○緊急時の指令・指揮体制を充実するため、指令・指揮活動に関する訓練を導入
※緊急時の指令・指揮に関する訓練を開始

○平成23年12月6日 ○空港消火救難業務従事者の受講対象者の拡大、航空保安教育の導入
※地方公共団体管理空港及び会社管理空港の空港消防職員を受入開始
※航空保安に関する教育訓練の一部（航空保安対策の制度等）を開始

○平成24年7月1日 ○航空保安教育及び指令・指揮に関する訓練の充実

○平成25年10月1日 ○講師派遣による教育訓練体制を導入
※全国の主要都市において航空局空港安全･保安対策課が開催する航空保安教育訓練へ講師の

派遣を開始

○平成26年3月25日 ○航空保安教育訓練インストラクタ－養成教育訓練を導入
※国管理空港の保安担当者への航空保安教育訓練を開始

○平成27年4月 ○空港における事案対応能力の向上に伴う教育訓練体制の充実

○平成31年1月31日 ○HRET（High Reach Extendablie Turret：高位置対応伸展型放水銃）化学消防車配置
○平成31年3月25日 ○HRETインストラクター養成課程を導入
〇令和元年11月5日 〇HRETオペレーター養成課程を導入
〇令和２年12月 〇HRETシミュレータ装置を導入 ３



訓練棟（制御室）訓練棟（制御室）

管理棟管理棟

燃料流出火災消火訓練
モックアップ

燃料流出火災消火訓練
モックアップ

エンジン・車輪火災消火訓練
搭乗者救出訓練モックアップ
エンジン・車輪火災消火訓練
搭乗者救出訓練モックアップ

４

訓練車両訓練車両

講堂講堂小型機用 モックアップ小型機用 モックアップ

※※

※ 燃焼エリアは64区画により燃焼※ 燃焼エリアは64区画により燃焼

HRET訓練用ネットHRET訓練用ネット

HRET穿孔用モックアップHRET穿孔用モックアップ



後方側

訓練設備（燃料流出火災消火訓練モックアップ）
※ボーイング７６７－２００型航空機と同寸の模型

○燃料流出火災消火訓練用モックアップ

航空機が擱座して燃料タンクから漏れていた燃料に着火し、

炎上を想定した訓練に使用

5

○「環境に優しい施設」をコンセプトに燃焼燃料に生成物の

少ないLPGを採用し、訓練用水は循環採用するなど周辺環

境へ配慮



訓練設備（エンジン・車輪火災消火訓練モックアップ）
※ボーイング７６７－２００型航空機と同寸の模型

６

●モックアップ内部●モックアップ内部

○エンジン・車輪火災消火訓練及び搭乗者救出訓練用モックアップ
エンジン又は車輪からの火災を想定した訓練に使用。
また、機内には、摸擬煙により視認性を下げ、旅客（ダミー）が
取り残されたことを想定した機内検索・救出等の訓練に使用。



訓練設備（車両）

訓練に使用する車両は国管理空港で実際に使用している車両と
同一仕様の車両を配置
○空港用化学消防車 １２,５００㍑級 ３台

６,０００㍑級 ３台
○空港用化学消防車（ＨＲＥＴ型） １０,０００㍑級 2台
○給水車 ８,０００㍑級 1台
○空港用救急医療搬送車／救難照明車 各1台
○指揮車／誘導車 ３台

７



８

（３）航空局職員コース

特別課程
（定期２日間、養成３日間）

リーダー課程
（３日間）

（１）空港管理者コース

初任課程
（９日間）

Ⅰ課程
（５日間）

Ⅱ課程
（５日間）

Ⅲ課程
（５日間）

対象者：国管理空港、地方管理空港、会社管理空港（空港運営権者含む）の航空保安防災
業務従事者。※Ⅲ課程については大型免許を所持していない者でも、聴講生とし
て受入れ可。

（２）空港消火救難業務従事者コース

Ⅰ訓練
（４日間）

Ⅱ訓練
（４日間）

Ⅲ訓練
（４日間）

空港保安・空港
救急医療訓練
（3日間）

対象者：国管理空港、地方管理空港、会社管理空港（空港運営権者含む）の空港消火救難
業務従事者及び空港保安・空港救急医療業務従事者。

ＨＲＥＴインストラクター養
成課程（5日間）

ＨＲＥＴオペレーター
養成課程（4日間）

航空保安防災職員
特別研修（5日間）

ＨＲＥＴオペレーター養成訓練（4日間）

ＨＲＥＴインストラクター
養成課程（２日間）

※ HRETｵﾍﾟﾚｰﾀｰ養成課程認定者

受講対象：全国の空港消防職員約１，５００名が受講対象
（航空局職員、国管理空港消防業務請負者、地公体管理空港及び会社管理空港の消防業務請負者等）

受講期間：航空局職員・・・・・・・教育訓練１実施期間 ５日間 １２名
航空局職員以外・・・・・教育訓練１実施期間 ４日間 １２名

受講対象：全国の空港消防職員約１，５００名が受講対象
（航空局職員、国管理空港消防業務請負者、地公体管理空港及び会社管理空港の消防業務請負者等）

受講期間：航空局職員・・・・・・・教育訓練１実施期間 ５日間 １２名
航空局職員以外・・・・・教育訓練１実施期間 ４日間 １２名



空港消火救難活動

９

・消防車両の迅速な出動
・初期消火（大型放水銃により火勢を制圧）

火災の制御、効果的な消火方法の習得
・ハンドラインによる機体冷却・予防散布
・乗客の避難誘導
・機体及び機体周囲の鎮火確認
・事故状況、消火救難活動の把握・情報共有
・現場における関係機関との調整



指令・指揮活動

１０

・事案の覚知、正確な情報の入手・記録
・空港消防への出動指令
・消防機関など関係機関への連絡通報又は

応援要請
・消火救難活動における指令・指揮
・現場合同指揮所の設置
・現場における消火救難に関する情報収集

・現場における関係機関との調整



機内検索（搭乗者救出）活動

１１

・空気呼吸器取扱

・搭乗者の検索・救出

・空気呼吸器を装着して機内進入



空港救急医療活動

１２

・現場状況の把握
・医療資器材搬送車の運用
・負傷者選別地区、各救護所の設置
・空港救急医療資器材等の配置
・消火救難協力隊の指揮
・避難・誘導などの諸活動
・医療救護活動の状況把握
・活動状況の報告・情報共有等



令和７年４月現在

※航空保安教育訓練受講者含む １３

国職員 国請負 地公体・会社管理 （ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ訓練 合 計
平成１２年度 １５５名 ４０名 - に係る講師派遣）１９５名
平成１３年度 ６８名 ２２０名 - ２８８名
平成１４年度 ６９名 ２１９名 - ２８８名
平成１５年度 ７１名 ２１８名 - ２８９名
平成１６年度 ７４名 ２１９名 - ２９３名
平成１７年度 ８３名 ２３１名 - ３１４名
平成１８年度 ７３名 ２７０名 - ３４３名
平成１９年度 ８９名 ２３７名 - ３２６名
平成２０年度 ７９名 ２５５名 - ３３４名
平成２１年度 ７０名 ２５２名 - ３２２名
平成２２年度 ６６名 ２４５名 - ３１１名
平成２３年度 ６４名 １７７名 ２６名 ２６７名
平成２４年度 ６６名 １９７名 ７２名 ３３５名
平成２５年度 ８２名（※26名） １８０名 ７１名 （１,２７４名） ３３３名
平成２６年度 １１０名（※29名） １６８名 ９７名 （３１４名） ３７５名

平成２７年度 １３２名（※37名） １４４名 ９５名 （４８９名） ３７１名
平成２８年度 １３７名（※44名） １０７名 １４６名 （６１６名） ３９０名
平成２９年度 １４４名（※45名） １４９名 １１４名 （６５３名） ４０７名

平成３０年度 １３７名（※40名） １４９名 １３１名 （４１８名） ４１７名
令和 元 年度 １７９名（※53名） １５７名 １３２名 （４４９名） ４６８名

令和 ２ 年度 １１４名（※42名） ７２名 ３１名 （ ０名） ２１７名
令和 ３ 年度 ８２名（※  4名） １４２名 １２９名 （ ０名） ３５３名
令和 ４ 年度 １０３名 １３６名 １９２名 （ ０名） ４３１名
令和 ５ 年度 １０７名 １４６名 １６０名 （ ０名） ４１３名
令和 ６ 年度 １１９名 １２９名 １４５名 （ ０名） ３９３名
合 計 ２, ４７３名 ４,４５９名 １,５４１名 （４,２１３名） ８,４７３名


